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20‘3．27 教政第1640号

20年3月25日

高知県教育委員会事務局　教育政策課長

（公　印　省　略）

各市町村（学校組合）教育長　　様

＼－

「知事等、地方自治法第203条に規定する者及び職員の給料等の

特例に関する条例」及び「技能職員の給与の特例に関する就業規

則」について（通知）

平成20年2月議会に提出していました知事等、地方自治法第203条に規定する者及び職

員の給料等の特例に関する条例譲秦が3月19日（水）に可決成立しましたので、その概要

を別紙のとおりお知らせします。条例の公布日は、3月25日（火）です。

また、技能職員の給与の特例に関する就業規則についても、同日告示の予定です。

つきましては、管内の学校長及び教職員に対してもお知らせいただきますようお願いい

たします。



（別紙）

知事等、地方自治法第203条に規定する者及び職員の給料等の特例に関する条例（以

下「特例条例」という。）及び技能職員の給与の特例に関する就業規則（以下「特例

就業規則」という。）の主な内容

1　特例条例及び特例就業規則制定の目的

特例条例及び特例就業規則は、本県の厳しい財政状況を考慮し、知事等、地方自治法

（昭和22年法律第67号）第203条に規定する者及び職員の給料等を平成20年度の1年

間、時限的に減額することとしたもの。

2　主要な内容

平成20年4月1日から平成21年3月31日までの1年間において、（1）から（5）までの

給料等の減額を行うこと。

（1）知事等常勤の特別職の職員及び教育長の給料月額について、次のとおり減額する

こと。ただし、手当の額は、知事等の給与、旅費等に関する条例（昭和28年高知県条

例第12号。以下「知事等の条例」という。）の規定による額とすること。（特例条例

第1条）

区分
知事 等 の条例 本 条例施 行 前の給 料月 額 ．・本条 例施行 後 の給料 月額

の給料月療 （ （ ） は、減額 率） （（ ） は、減 額率）

知 事 1，24 0，00 0 円 （20 ％）　　 992，00 0円 ー（30％）　　 868，00 0 円

副知事 ■ 950，00 0 円 （12％）　　　 836，00 0円 （15％）　　 807，50 0円

常勤 の人妻 委員

筆委員 ・
624，00 0 円 （7 虫）　 580，32 0円 （10％）　　 5里 ，60 0 円

常 勤の監査委 貞 624，00 0 円 （7 ％）　　 580 ，320 円 （10％）　　 561，6 00 円

姦育長 790，00 0 円 （7 ％）　　 734，700 円 （10％）　　 711，00 0 円

（2）地方自治法第203条に規定する者の報酬、期末手当、費用弁償等に関する条例

（昭和28年高知県条例第13号。以下「地方自治法第203条条例」という。）別表第2

及び別表第3に掲げる者のうち、地方自治法第180条の5第1項及び第2項に規定す

る委員会の委員（収用委員会の予備委員を除く。）並びに監査委員の報酬月額につ

いて、当該額に5パーセントを乗じて得た額を減額すること。（特例条例第2粂）



減額 の対象 と・な る零 点会 の委員等

地 方 自治法 第 203条

条 例 の 規 定 に＿よ る

報酬

特 例 条 例 の 規 定 に

よる減額 後の報酬

教育委員 会 委員 長 275，00 0 円 26 1，25 Q 円

委員 198，00 0円 188，10 0 円

選 挙管理委 員会 委員長 15 1，90 0円 14 3，45 0円

委員 118，000 円 112，100 円

監李 委員 242，000 円 22 9，900 円

公安 委員会 委 員長 2 11，000 円 20 0，450 円

委 員 18 2，000 円 17 2，900 円

人事委員 会 委員長 2．11，00 0円 200 ，450 円

委員 ・・．、 i 182，00 0円 172 ，900 円

労働 委員 会 会長 198，000 円 1鱒，10‾0 円‾

公益委員 182，000 円 17 2，90 0円

労 働 者 委 員 及 び

使 用者 委員

152，00 0 円 ‘ 14 4，400 円

特別調 整委員 9 1，00 0円 86，45 0 円

収 用委員 会 会長 15 1，00 0円 14 3，45 0 円

委員 118，00 0円 112，10 0円

海 区漁業調整委 員会 会長 71，000 円 67，45 0円

委員 57，000 円 54，15 0円

専門委員 57，00 0 円 54，150 円

内 水 面漁 業 管 理 委 員

A
‾貫

会長 34，00 0 円 32，300 円

委員 25，00 0 円 23，750 円

（3ト職員の給料月額について、当該額に次の表の職員の区分に応じそれぞれ定める

減額率を乗じて得た額を減額すること。ただし、手当の額等は、職員の給与に関す

る条例（昭和29年高知県条例第34号）等の規定による額とすること。（特例条例第

3条・特例就業規則第1条）



職員 の区分 減額率

ア　 管理職手当が支給 されてい る職員等 5 ％

イ　 ア以外の職員

（ア） （イ）及び（ウ）以外の職員 （任用 3 等級の職員等） 3 ％

（イ） 期末手当において人事委員会規則で定める加算割合が100分

2．5％
の 5 である職員 （任用 4 等級の職員等）

（ケ） 期末手 当において人事委員会規則で定める加算 がない職員

2 ％
（任用 5 ・6 ・7 等級 の職員等）

＼．－

（4）職員の給料の諷整額について、（3）の表の職員の区分に応じそれぞれ定める減

額率を乗じて得た額を減額すること。（特例条例第4条・特例就業規則第2条）

（5）職員の管理職手当の月額について、当該額に10パーセントを乗じて得た額を減

額すること。（特例条例第5粂）

3　施行期日

この条例は、平成20年4月1日から施行する。



日次中年洲的みるものは、l笥加組減掛こ登載する卓，のでう。
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日　　次

条　例

◎高知県議会議員及び議員である監査委員の報酬の特例

に関する条例

◎高知県公益認定等審議会条例

◎知事等、地方自治法第203集に規芯する一石及び職員の

給料等の特例に関する集桝

◎高知県鏑梅地質による災哲に療い地域祉会づくり条例

！詠高知県助産帥緊急確保対範奨学金貸付け姦例

◎高知県後期高齢者医療財政雀荘化蔑金条例

◎高知県離島漁業円tL支援正金条例

◎出頭者、鑑定人等の報酬、常用弁償等に関する条例及

び保鯉所使用料徴収条例の一・一■部を改折する条例

◎過疎地域等における県税の経机免除に関する条例の卜・

郡を攻止する条例

◎l離日県脾産条例の一部を改正する条例

◎高知県輔生試験等手数料等故収条例の一部を改正する

灸例

◎高知県衛生試験等手数料等徴収条例等の・・一一部を払j豆

る条例

◎高知県手数料徴収条例の一都を改正する条例

◎高知県医師壌成奨学貸付金等貸与条例の一部を改正す

る条例

㊥高知県心身障害者扶養共済制檻条例の－一朝を改正する

条例

◎高知県公害紛争処理条例の・都を改止する条例

◎高知娯Pqノブ十川の保全及び流域の振興に関する端本条

例の一部を改正する条例

◎高知県立牧野梢物観の役儀及び管矧こ関する条例の一一一

部を改正する条例

◎高知県女性椚談所設置条例の一一▲部を改正する条例

◎高知県立足摺海洋館の設置及び管雌に関する条例の一

郎を改正する条例

◎高知県緊急間伐推進条例の・部を改止する条例

◎高知県通路占用料馴収集例の一部を攻洋二する条例

◎高知県品恥再公開条例の一部を改正する条例

◎高知県二l二兼用水道条例の一部を故山する条例

◎高知慢立身体障害者リハビリテーションセンターの設

′ヾ一七／

9

9

n
U
 
l
 
P
U
　
9
　
n
U
 
n
U

l

 

l

 

l

 

l

　

り

ん

　

　

　

　

　

2

21

21

21

22

22

22

25

27

27

7

　

0

U

 

n

O

 

n

八

U

　

9

　

9

　

／

l

U

り

・

】

　

2

　

　

　

　

2

　

2

　

2

　

2

　

3

置及び管f勘こ関する条例を廃止する轟例
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刺は、前作者の残任軌間とする。

2　委掛ま、再はされることができる。

3　委員のは期が満√したときは、当該委員は、後任者が委嘱されるまで引き続きその職
務を子fうものとする。

4　軍門委員は、当該馴りの事項の調酌が終アしたときは、解任されるものとする。
（職権の行梗）

第5条　委員は、独立してその職権を行う。
（身分保障）

第6条　委員は、審議会により、心身の故障のため職務の執行ができないと認められた場

合又は職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認められた場合を榛い

ては、在任中、その恵に反して髄免されることがない。
（閥預1

第7集　委員は、職務上知ることのできた秘密を減らしてはならない。その隠乱射、た後

も同様とする。．

2　度員は、イ什川1、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に蜘治運動をし
てはならない。

（会長J

第8条　審議会に会長を置き、登臨の亙却こよr・ノて定める。

2　会長は、会務を総理し、都議会を代表する。

3　会長に事故があるとき又は会長か欠けたときは、あらかじめ会長の指名した委員が、
その職務を代用する。

（会読）

第9集　滞議会の会読（次発第6項を除き、以卜「会議」という。）は、会長が招集す
る（，

2　会議の議長は、会長が当たる。

3　会議は、委員の過半数が出楯しなければ、議事を開き、及び議決をすることができな
い。

4　会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長桝決す
るところによる。

（部会）

卿0条　都議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。．

2　部会は、会長が指名する香呂及び守門委員で組織する。

3　部会に部会長を置き、当該部会に同する委員の互選によって荘めるっ

4　部会長は、当該部会の番所を掌理する。

5　部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは∴，二l該部会に属する委員のうちか
ら部会長があらかじめ指名した苗か．．その職務を代理するけ

6　前条の規定は、都会の会議について準用する。
（庶務）

第11集　協議会の庶彷は、法人を所管する郎（高知県部設置条例（昭棚1年闘lj県条例第

′日登）により設置された部をいう。）において当該所管する法人に榛るものを処理し、

高知県総務部において総括する。
（委付）

第12集　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に閲L必要な事項は、規則で定め
る。

附　則

（施行別口〕

1この条例は、公布のHから施行するり

（相通相違）

2　第9集第日白の規定にかかわらず、この集例の施行のLt以後巌跡こ開かれる会議は、
知事が招集する。

知事等、地方自治法第2昭集に規定する者及び職員の給料等の特例に関する条例をここ
に公布する。

、再戊20年3j」25日

高知県知事　尾崎　正博
高知県条例第3号

知事等、地方自治法第203条に規定する者及び職員の給料等の特例に関する条例
（知事等の給料の特例）

第1集　知軋副知乳価師）人事委員会委員、・常勤の監塵委員及び教育長に係る平成2（）

咋4月lr1から平成21咋3月31「ほでの問（以下「特例期間」という。）における給料

の月鞘は、知事等の給与、旅費等に関する条例㈹満目28年高知県条例第12号）第2条第
川根の規定にかかわらず、同条潮別表節1及び別表第2に掲げる給料月朝からその報
に、知事にあっては州）分の3れ副知事にあってはInn分の15、常勤の人事委員会委員、

常軌の監査委員及び教育長にあっては100分の10を乗じて得た軸をそれぞれ減じた額と
する。ただし、手当の難の算出の基礎となる給料月額は、同条例別表第1及び別表第2
に掲げる額、とする。

（地方自治法第2n3集に規定する者の報酬の特例）

第2集　地方日清法第203条に規定する苦の報酬、軋末手当、彗用弁償等に関する条例
川細は8年高知県条例第13号）別表第2及び別表第3に掲げる者のうち、地方自治法

（昭和22的土用第67号）第柑D条の5第1埋及び第2榔こ規定する委員会の委員（腑lJ
委員会の干場委員を除く。〕並びに監盃委員に係る特例期間における報酬の川蜘ま、同

条例第2轟第1項の規定にかかわらず、同条例別表第2及び別表第3に掲げる報酬月額
からその髄に10冊の5を乗じて得た軸をそれぞれ減じた粕とする。
（職員の給料Jj頻の特例）

第3集　職員の給与に関する条例（昭和2押高知県条例第34号。、以ド「職員の条例」とい

う。）等4粂第1蠣各引こ掲げる給料蓑、公立学校職員の給与に関する条例（昭和29年
緋知県条例第37号。以下「公立学校職員の条例」という。）第5集第1項番号に掲げる

給料表若しくは警察職酎）給与に関する条例川柵は9雉高知県条例剃5号。以下「苔無
職員の集例」という。）別表第王の箪寮宮給料義又は一般職のt班附職員の掛・Fj等に関
する条例押成1′1年高知県条例第52号【，以下この条において「任剃付峨貞条例」とい

う。）第4条第1域の給料長鳥しくは同条第3功若しくは・般職の任刑付研究員の転用
等に関する条例（平成14年高知県条例第53号。以卜七の灸において廿た期付研究員条

例」という。）第5集第1項若しくは第2項の給料蓑若しくは同条第4項の適用を受け
る職員（次粂及び第5免においてr職員」という。）に係る矧列期間における給料月翔

は、職旨の条例第4条及び第5条から第6集の3まで、公立学校職員の条例第5条及び
釣り集から第7条の3まで、答案職員の条例第4条及び第5条から約6案の3まで、什

阻付職員条例第4条文は任糊付研究員条例第5集の規定にかかわらず、これらの規定に

より定められる弼（以下この条において「堤礎給料月軌という。）からその宇和こ次の
各号に掲げる職員の区別こ応じ当該各号に定める割合を乗じて制こ観（その客酎こ1円未
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満の端数が生じたときは、これを切り捨てた棚）をそれぞれ減じた糊とする。ただし、

手当の鞘（職員の条例第14条、職員の育児休業等に関する条例（平成4年高知県条例第

11）第12集、職員の勤矧痔臥　休日及び休職に関する条例し中戊6て．卜高知蝦条例第45

号）第16集第3増妓び第18粂第4項、公立学校職員の条例第17集、公立学校職員の勤務

時間、休日捜び休暇に閲する条例（平成6年高知県条例筒状考）第16轟第3項及び第18

条第4明、警察職員の条例常】4条亜びに警察職員の勤務時間、休日及び榊酎こ関する条

例ぐ車成61h離l恨寛刑掛け片1割6集第3蛸の規定による勤務しない】時帆につき減

翫する郷の常山の基礎となる地域］1当の甘額を含む。以卜同じ．コ）、給料の調整額、勤

務1時間当たりの給与額及び教職銅線額の算出の基礎となる給料日衛は、基礎給料月確

とする。

日）職員の条例第9条第1項、公立学校職員の条例第12条第1項又は警察職員の条例

第9集第1項の規定に亮づく管雌職手’■1を受けるべき職を占める職員蚊び往糊付職昆

条例第4鳥第1項の給料衷若しくは同条第3梢又は任勅付研究員条例第5集笛】項の

給料衰若しくは同条爺4城の適用を受ける疇畠亜ひにこれらの職員との権衡上必要が

あるとfl三命件者が認める職員1り彬†の5

（2〕前弓に掲げる職員以外の職員であって、職員の条例第21案第5項、公証学校峨鼠

の条例第22轟第5項及び警察職員の条例第21条第5項の人事委観念規制で定める峨畠

の職にあるもの（次号において「加算を受ける峨鎧」という√さ）のうち、人事委員会

規則で定める職員の職の区分に応じて人事委員会規則で定める割合（同号において

「加算割合」．い十㌦）が1qn分の5を超える割合である職員101）分の3

（3）加算を受ける職員のうち、加算割合か川町子の5である職員及び任期付研究員条

例第5条第2現の給料豪の適用を受ける職員100分の2．5

い目　前3号に掲げる職員以外の職員　仰分の2

（職員の給料の調整縦の特例〕

第4集　職員に係る特例期間における給甘－の調盤軸は、職員の条例第8条、公立学校職員

の条例第10条文は警察職員の条例第8条の規定にかかわらず、これらの規定により定め

られる御（以卜この集において「項艇調整郷」という。）からその鰍こ前条各号に掲げ

る職員の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じて得た額（その和に1円未満の端数が

隼じたときは、これを切り捨てた軸）をそれぞれ減じた軸とする′コ　ただし、手当の棚及

び勤捕1時槻当たりの給与額の算出の基礎となる給料の凋定離は、基礎渦整軸とする（，

用哉員の管理職手当の特例）

第5集　職員に係る特例動問における管理職手当の目絹は、職員の姦例第9集第2項、公

立学校職員の条例第12条第2碩又は警察職員の条例第9条第2域の規定にかかわらず、

これらの規定により程められる鋸（以‾卜この条において「托礎管理職手当日額」とい

う。）からその師こ100分の川を乗じて得た額（その軒に日月未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てた軸）をそれぞれ減じた鞘とする。ただし、手当の額の算冊の基礎

となる管理職手当の月髄は、盛礎管理職手当月報とする。

附　則

（施行勅口）

1　この条例は、平成20年4月l＿Uから施行する。

〔職員の給与に関する条桝等の・部を改正する条例の・部改止）

2　職員の給与に関する条例等の一一部を改正する条例（平成17咋満潮i県条例第95号）の一一1－・

部を次のように改正する。

附刑第5項第1号申「ふ以下この偵及び附則第17卿こおいて「特例条例」という。」

を削り、「特例条例第4条本文」を「川条例第1条本文」に改め、附則第17域申「特例

条例第3条」を「知事等、地方自治法箪別条に規定する者及び職員の給料等の特l瑚こ

関する条例（平成2叫三高知県条例第3号）・第3条」に改める。

（公立学校職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）

3　公立学校職員の給Ij・に関する条例等の一・・滴沌闇傭する条例（平成17咋高知県姦例箱97

号）のト一一排を次のように改iEする。

lii柑順沌碩第1号申「。以下「特例条例」という。」を削り、l特例条例第4免本

文」を「同条例第4条本文」に攻め、附則第15鴫申「特例条例第3条」を「知事等、地

方自治法用訓こ1集に規定する宵妓び職員の給料等の特例に関する条例（平成2n叩高ケ二日県

条例第3号）第3舞上に改める。

（警察職員の給与に関する条例等の・郡を改正する条例の・・・都改正）

4　警察職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成17姫高知県条例第98号）

の一一u㌧一・部を次のように政市する。

附則第5項第1号中「。以下「特例条例」という。」を削り、「特例条例第4条本

文」を「川条例第4条本文」に改め、附則第19墟しい「特例条例第3集」を「知事等、地
方自治法第203集に規定する者及び職員の給料等の特例に関する条例（平成2伸二高知県

条例第3弓）第3条」に改める。

高知県南海地震による災害に強い地域社会づくり条例をここに公布する。

平成2研‥3月25日

高知県知事　尾崎　正直

高知県条例第4号

高知県南海地課による災害に強い地域社会づくり条例

日次

前文

第1葺　総則（第1条一一第7条）

軍㍑葦　地震のはれの被害から生命を守る　し第8条一一第13集）

筒3号　津波から逃げる（第14灸一第19轟）

第4帝　火災から隼命を守る（第2け条・第21条）

第5葦　十二秒災富等の危険から生命を守る（第22条一節24条）

第6葦　策災から生命を救う（第25轟一・・・第27集）

第7音　被災者の桂活の安定を図る（第28粂一第30条）

第8草　轟災からの碩興を進める（第31条，第32条）

第9葦　買災に強い人づくり、地域づくり及びネットワークづくりを進める

第1節　地域の防災力の強化（第33条一第36条）

第2節　災諮時要援護者への支援等（第37条・・【第39条）

第3節　他宗防災に関する知識の普及、人材育成等（第40灸・－第42免）

第1日章　斬海地雷対策を計画的に進める（第43条・第44条）

第11葦　雑則（第茹条・第46集）

附則

南海地蒜は、暦史的にみておおむねiO的沌いし150年の間隔で允生しており、過去から

繰り返し高知県を購い、その庇に大きな被智をもたらしてきました。

高知県をふるさととする物理草笛・又学務の寺田量産が残した「天災は忘れられたる頃

来る」という瞥坤こあるように、昭和両軸地策から60年余りが経過し、次第に震災の記憶

が薄れ、人々の」二活様式が様変わりしていくなかで、今また宿命の南海地麓が発址する可


